
平成３０年９月５日

青森県教育委員会第８３６回定例会



期 日 平成３０年９月５日（水）

場 所 教育庁教育委員会室

会 議 次 第

１ 開 会

２ 議 案

○議案第１号 平成30年度青森県教育委員会の事務の点検及び評

価に関する報告書について …………………………… １

○議案第２号 青森県三内丸山遺跡センター規則案について ……… ２

３ その他

○職員の懲戒処分の状況について ……………………………………… ９

４ 閉 会



議案第１号 
 
 
 

平成３０年度青森県教育委員会の事務の点検及び 

評価に関する報告書について 

 

 

 

 平成３０年度青森県教育委員会の事務の点検及び評価に関する報告書

を、別冊のとおり作成する。 
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議案第２号 

 

青森県三内丸山遺跡センター規則案について 

 
１ 提案理由 

青森県三内丸山遺跡センター条例（平成３０年３月青森県条例第２号）第八条

の規定に基づき、三内丸山遺跡センター（以下「センター」という。）の管理に関

し、必要な事項を定めるものである。 
 

２ 概要 

（１）センターに、総務課と保存活用課を置く。【第２条関係】 
（２）センターに、所長、副所長、課長等を置く。【第４条関係】 
（３）開所時間【第６条関係】 

・６月１日から１０月３１日まで    午前９時から午後６時まで 
・１１月１日から翌年の５月３１日まで 午前９時から午後５時まで 

（４）休所日【第７条関係】 
・毎月第四月曜日 
・１２月３０日から１月１日まで 
・所内整理日（年間１０日以内） 

（５）使用料（観覧料）の免除対象者は、以下のとおりとする。【第１０条関係】 
  ・学習活動として観覧する特別支援学校高等部生徒及び引率教職員 

・学習活動として観覧する義務教育諸学校の児童生徒を引率する教職員 
・児童福祉施設入所の少年及び引率職員 
・身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳又は療育手帳の所持者及び付添人 
・老人福祉施設入所者及び引率職員 
・前各号に掲げるもののほか、所長が特に使用料の免除を必要と認めた者 

（６）センターの円滑な運営に資するため、三内丸山遺跡センター運営協議会を設

置する。【第１１条関係】 
 

３ 規則案 

別紙のとおり 
 

４ 施行期日 

  平成３１年４月１日  
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青森県三内丸山遺跡センター規則案 

 青森県三内丸山遺跡センター規則を次のように定める。 

 

青森県三内丸山遺跡センター規則 

（趣旨） 

第一条 この規則は、青森県三内丸山遺跡センター条例（平成三十年三月青森県条例

第二号。以下「条例」という。）第八条の規定に基づき、三内丸山遺跡センター

（以下「センター」という。）の組織及び管理に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（分課） 

第二条 センターに、総務課及び保存活用課を置く。 

（所掌事務） 

第三条 総務課においては、次の事務をつかさどる。 

一 公印の保管に関すること。 

二 職員の人事、給与及び福利厚生に関すること。 

三 文書類の収受及び発送に関すること。 

四 行政文書の管理及び歴史公文書の保存等に関すること。 

五 予算及び決算に関すること。 

六 物品の出納及び管理に関すること。 

七 条例別表第二号に掲げる施設（以下「企画展示室等」という。）の使用の承認

並びに使用料の徴収及び免除に関すること。 

八 施設設備の管理に関すること。 

九 三内丸山遺跡センター運営協議会に関すること。 

十 前各号に掲げるもののほか、庶務一般に関すること。 

２ 保存活用課においては、次の事務をつかさどる。 

一 三内丸山遺跡（以下「遺跡」という。）の発掘調査及び遺跡に関連する縄文文
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化（以下「縄文文化」という。）の調査に関すること。 

二 遺跡及び遺跡の出土品並びに縄文文化（以下「遺跡等」という。）の研究に関

すること。 

三 遺跡及び遺跡の出土品の保存に関すること。 

四 遺跡等に関する資料の展示及び説明に関すること。 

五 遺跡等に関する体験学習の実施等に関すること。 

六 遺跡等に関する案内書、図録、年報等の作成及び配布に関すること。 

（職員の職） 

第四条 センターに、次の職を置く。 

一 所長 

二 副所長 

三 課長 

２ 前項に規定する職のほか、必要に応じ次の職を置く。 

一 副課長 

二 総括主幹 

三 総括主幹専門員 

四 主幹 

五 文化財保護主幹 

六 主幹専門員 

七 主査 

八 文化財保護主査 

九 主任専門員 

十 主事 

十一 文化財保護主事 

十二 専門員 

３ 前二項各号に掲げる職には、事務職員をもって充てる。 
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４ 第一項及び第二項に規定する職のほか、技能技師を置くことができる。 

（職員の職務） 

第五条 所長は、所務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

２ 副所長は、所長を補佐し、所務を整理する。 

３ 課長は、上司の命を受け、課の事務を処理する。 

４ 副課長は、上司の命を受け、課長の補助的事務に従事し、課の事務を整理する。 

５ 総括主幹は、上司の命を受け、特に命ぜられた重要な事務を掌理する。 

６ 総括主幹専門員は、上司の命を受け、培われた知識、経験又は能力に応じた特に

命ぜられた重要な事務を掌理する。 

７ 主幹は、上司の命を受け、特に命ぜられた事務を掌理する。 

８ 文化財保護主幹は、上司の命を受け、埋蔵文化財に関する特に命ぜられた専門的

事務を掌理する。 

９ 主幹専門員は、上司の命を受け、培われた知識、経験又は能力に応じた特に命ぜ

られた事務を掌理する。 

10 主査は、上司の命を受け、重要な事務に従事する。 

11 文化財保護主査は、上司の命を受け、埋蔵文化財に関する高度な専門的事務に従

事する。 

12 主任専門員は、上司の命を受け、培われた知識、経験又は能力に応じた重要な事

務に従事する。 

13 主事は、上司の命を受け、事務に従事する。 

14 文化財保護主事は、上司の命を受け、埋蔵文化財に関する専門的事務に従事す

る。 

15 専門員は、上司の命を受け、培われた知識、経験又は能力に応じた事務に従事す

る。 

16 技能技師は、上司の命を受け、技能的業務に従事する。 

（開所時間） 
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第六条 センターの開所時間は、次の各号に掲げる期間の区分に応じ、当該各号に掲

げる時間とする。 

一 六月一日から十月三十一日まで 午前九時から午後六時まで 

二 十一月一日から翌年の五月三十一日まで 午前九時から午後五時まで 

２ 所長は、前項の規定にかかわらず、必要と認めたときは開所時間を変更すること

ができる。 

（休所日） 

第七条 センターの休所日は、次のとおりとする。ただし、所長は、特別の事情があ

るときは、臨時に休所することができる。 

一 毎月第四月曜日 ただし、この日が国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法

律第百七十八号）に規定する休日に当たる場合は、その翌日以後の直近の休日で

ない日とする。 

二 年末年始 十二月三十日、十二月三十一日及び一月一日 

三 所内整理日 年間十日以内 

２ 所長は、前項の規定にかかわらず、必要と認めたときは休所日に開所することが

できる。 

（観覧券の交付） 

第八条 遺跡に関する資料を観覧しようとする者は、観覧券の交付を受けなければな

らない。 

（使用手続） 

第九条 企画展示室等を使用しようとする者は、使用の日の七日前までに、使用承認

申請書を所長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 所長は、企画展示室等の使用を承認したときは、使用承認書を交付するものとす

る。 

３ 前項の使用承認書の交付を受けた者は、条例に定める使用料を前納しなければな

らない。 
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（使用料の免除） 

第十条 所長は、条例別表第一号に掲げる常設の展示の観覧が次の各号のいずれかに

該当するときは、条例第六条の規定により、使用料の全部又は一部を免除するもの

とし、その免除の額は、当該各号に定める額とする。 

一 教育課程に基づく学習活動として特別支援学校高等部の生徒が観覧するとき 

使用料の全部の額 

二 教育課程に基づく学習活動として観覧する小学校、中学校、義務教育学校、中

等教育学校前期課程及び特別支援学校の児童、生徒を引率する教職員が観覧する

とき 使用料の全部の額 

三 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）による児童福祉施設に入所して

いる少年及び引率する当該施設の職員が観覧するとき 使用料の全部の額 

四 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）による身体障害者手帳

の交付を受けている者及びその付添人が観覧するとき（免除する付添人は、当該

障害者一人につき一人までとする。） 使用料の全部の額 

五 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）

による精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者、療育手帳の交付を受けて

いる知的障害者及びこれらの付添人が観覧するとき（免除する付添人は、当該障

害者一人につき一人までとする。） 使用料の全部の額 

六 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）による老人福祉施設に入所して

いる者及び引率する当該施設の職員が観覧するとき 使用料の全部の額 

七 前各号に掲げるもののほか、所長が特に使用料の免除を必要と認めたとき 使

用料の全部又は一部の額 

２ 所長は、企画展示室等の使用がセンターの目的にふさわしい資料展示、体験学習

等のためであって、次の各号のいずれかに該当するときは、条例第六条の規定によ

り、使用料の全部又は一部を免除するものとし、その免除の額は、当該各号に定め

る額とする。 
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一 専ら小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校前期課程及び特別支援学校

の児童、生徒並びに前項第三号から第七号までに規定する者を対象とする事業の

ために使用するとき 使用料の全部の額 

二 地方公共団体又は県民の文化の振興を目的として活動している団体が使用する

とき 使用料の二分の一の額 

三 前二号に掲げるもののほか、所長が特に使用料の免除を必要と認めたとき 使

用料の二分の一の額 

（運営協議会） 

第十一条 センターの円滑な運営に資するため、三内丸山遺跡センター運営協議会（

以下「運営協議会」という。）を設置する。 

２ 運営協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、教育長が定める。 

（施行事項） 

第十二条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が定める。 

附 則 

 この規則は、平成三十一年四月一日から施行する。 
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［その他］ 

職員の懲戒処分の状況について 

平成３０年９月（８月１日～８月３１日分） 

 

        青森県教育委員会 

 

事案１ ①被 処 分 者  三八地域八戸市の中学校 教諭（５１歳 女性） 

    ②事件の概要等  人身事故（治療期間が３０日以上３月未満） 

・ 平成２９年１２月８日（金）午前９時５１分頃 

・ 八戸市内の市道 

・ 自動車を運転中、交差点を右折しようとした際、道路を渡っていた

歩行者に気付かず接触したもの。 

・ 事故の相手方（女性１名 ３か月程度の加療） 

③処 分 内 容  戒告 

④処分年月日  平成３０年８月２０日 

 

事案２ ①被 処 分 者  三八地域市部以外の中学校 教諭（５３歳 男性） 

    ②事件の概要等  仮免許運転違反・無免許運転 

・ 平成２８年７月が運転免許証の有効期限であることに気付かず、更

新手続をしないまま失効した状態で１年２か月にわたり自動車を運

転し、運転免許証の有効期限が過ぎ、失効していることを認識した後

も、さらに２か月にわたり自動車を運転し続けた。 

・ 平成２９年１２月１３日（水）に、仮免許運転違反を行ったとして

検挙され、刑事処分（略式命令による罰金刑）を受けた。 

・ また、平成１８年にも、運転免許証の有効期限に気付かず、更新手

続をしないまま失効した状態で１年４か月にわたり自動車を運転し、

失効していることを認識した後も自動車を運転したもの。 

③処 分 内 容  停職１月 

④処分年月日  平成３０年８月３０日 
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